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研究成果の概要：2 年に亘る現地調査により、欧米のメディアコングロマリットが、我が国で
問題となっている新聞、出版だけでなく、技術革新で生まれてくる新メディアを含めたマネジ

メントを扱った。コングロマリットになれば良いという結論ではないが、メディアは革新する。

コンテンツは、時代時代に合わせてメディアを選択する。従って、それぞれの領域で専門化を

遂げ、強みを更に強める分野でニーズの多様化に対応する必然性がでてくるであろう。 
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１．研究開始当初の背景 
 
 研究を開始した平成 19 年 4 月当時の状況
と問題意識の概要は以下のとおりである。 
我が国のコンテンツ産業と言われる業界は、
政府から名付けられ、今後我が国の基幹産業
になるとの期待から、13 兆～15 兆円規模の
市場とされていた。アニメとゲームだけは世
界から認知され、成長を続けていたが、その
他のコンテンツ産業は、とても日本経済を牽
引するとまでは言えない状況であった。 
 日本の近代を担ってきた新聞社や出版社、
ラジオ局、日本の高度経済成長と共に歩んで
きたテレビ局と、メディア技術が革新する度

に、旧来のメディアが苦境に立たされる。こ
うしたメディアを使う側としてのコンテン
ツ産業は、時代に適合したメディアを選択し、
あるいは、多様なメディアを使いこなすメデ
ィアミックスを実現し、独自の道を歩んでい
る。 
 一方で、こうした議論の中で欠けているの
は、無形資産をプロダクトとする産業以外が、
実は無形資産を扱う業界を育てているとい
う点が見失われえいるということである。日
本のお家芸として日本経済を担うものづく
り産業は、メディア産業、コンテンツ産業に
大きく関っている。こうした背景のなかで、
本研究では、研究の端緒として、コンテンツ



を創出するために企業が取り組むべきマネ
ジメントに関る戦略を探ることから始めた。 
 
 
２．研究の目的 
 我が国の基幹産業としての責任を担うコ
ンテンツ産業は、経済産業省が期待する 30
兆円またはそれ以上の規模に達する市場へ
と成長するのであろうか。背景において記述
したとおり、アニメとゲームだけではコンテ
ンツ産業とは言えない。また、コンテンツを
流通させるメディア産業が活性化しなけれ
ば、コンテンツ市場の成長を見込むこともで
きない。また更には、メディアやコンテンツ
を成長させる根幹を握るのは、メディアやコ
ンテンツを利用する側に立つ旧来の産業で
はないのか。 
 本研究の目的は、まず知識資産をプロダク
トとするコンテンツ産業が、我が国を牽引す
るだけの確固たる業界として磐石な土台の
上に成長を続け、コンテンツ産業が「特別な
業界」ではなく、「普通の業界」として世界
に飛躍するという政府が掲げたコンテンツ
大国へのシナリオが現実のものとなるため
の方策を、企業経営の側面から分析、研究す
るものである。政府とともに対策を打ちたて
成功を遂げている韓国や、国家戦略としての
ビジネス制度が確立されているアメリカ、イ
ギリス、フランスなどのコンテンツ先進諸国
の事例を改めて分析し、コンテンツ産業が企
業として成長するための企業戦略、成長戦略
を検討する。コンテンツ産業の成長を妨げて
いる要因として考えられている項目として、
①時代の変化に対応できない制度と業界慣
行、②将来に目を向け、新しい産業や収益源
をみつける視点の欠如、③産業界の海外戦略
の欠如などが考えられるが、我が国のコンテ
ンツ産業特有の業界構造を分析した上で、特
に「普通の業界」として飛躍するために普通
の一般国民が魅力ある業界として認識でき
るような人材登用制度、人材育成制度にまで
踏み込む必要があると考えている。 
 
 
３．研究の仮説 
本研究におけるコンテンツとは、メディア

コングロマリットと言われる巨大メディア

企業の扱う映画、新聞、雑誌、テレビ番組、

ラジオ等の知識資産としてのプロダクトで

あった。2 年にわたり現地調査を実施するこ
とができ、現地企業の担当者に聞き取り調査

できたことはこれまでのコンテンツ関連の

研究にない一端を担うことができたと考え

る。当初の研究目的にも記述したとおり、我

が国の知識資産をプロダクトとするコンテ

ンツ産業が、確固たる業界として磐石な土台

の上に成長を続ける方策を、企業経営の側面

から分析、研究することが主旨であった。特

に、欧米のメディアコングロマリットは、我

が国で問題となっている新聞、出版だけでな

く、技術革新で生まれてくる有とあらゆるメ

ディアを扱う。インターネットが登場し、

YouTube などの新しいメディア技術が多用
される時代になったが、本来、メディアとい

う技術は瞬く間に革新を遂げるものである。

技術革新が常態であるメディア業界が、技術

開発、人材開発、さらにはネットワーク再開

発といった多大なコストを掛け、今後リニア

な成長を永続的に続けることが可能なのだ

ろうか。本研究における仮説は、コングロマ

リットになればメディア産業は上手く行く

ということではない。ただ、メディアは革新

する。コンテンツは、時代時代に合わせてメ

ディアを選択する。従って、それぞれがそれ

ぞれの領域で更なる専門化を遂げ、強みを更

に強める分野でニーズの多様化に対応する

必然性がでてくるであろう。個々の強みの発

見と専門化によって、多様性が深まる結果と

なるが、市場の成熟化を迎えるあらゆる産業

がそうであるように、衰退を回避するための

成長過程がそこにはある。本研究期間内にお

いて、アジアに足を伸ばすことができなかっ

たことは、仮説の検証という意味では大変不

本意な結果であるが、今後の課題として残す

ことにする。 
 
 
４．研究の方法 
 研究の方法は、理論サーベイと、実証研究
の二本立てで計画を立てた。理論サーベイと
しては、初年度より、①企業間ネットワーク
形成によるイノベーションの創造に関する
内外論文、著作の収集、分析を中心とした。
これはコンテンツの創造がイノベーション
創造のプロセスに応用、適応できるかどうか
の実証研究の土台となるものである。本研究
代表者は、大学院の修士課程の時代より、企
業間関係、組織間関係のマネジメント、戦略
論を基礎としており、本研究の理論的フレー
ムワークはそれに拠るところが大きい。②コ
ンテンツ産業分析の先行研究の収集、メディ
ア産業分析の先行研究の収集と分析。これに
より、実証的側面のコンテンツとメディアの
産業分析がどこまで進んでいるのかを認識
する。③知識創造関連プロダクトのライフサ
イクル論、プロダクト開発理論の内外論文、
著作の収集・分析。企業間ネットワーク、組
織間関係関連の理論と同時に、コンテンツの
創造には、プロダクト自身の特性に関するア
プローチが必要不可欠である。本研究項目に
といて、コンテンツというプロダクトのライ



フサイクルが、インターネットの参入により
様変わりしている状況を確認し、先行研究の
中での解釈、またその限界をおさえる。 
 次に、実証研究の方法として以下のアプロ
ーチをとる。コンテンツ産業の分析が難しい
のは、製造業に比較して圧倒的にデータが不
足していることである。さらには、導入期に
位置する企業が多く、個別企業に目をむけて
みると、経営状況も明確にディスクローズさ
れていない。従って、製造業のようなデータ
を駆使した数量的分析には限界が生じる。そ
こで、本研究では、個別企業の社史、企業概
要など手に入るデータの収集と同時に、海外
に所在のある企業にもアポイントメントを
とり、インタビュー調査を試みた。アンケー
ト調査ほどの量的データが集まらないこと
にも課題がある。2 年間の研究機関で、夏と
冬には海外インタビュー調査を実施し、アメ
リカ、ドイツ、フランス、イギリスを訪問す
ることができたが、韓国を初めとするアジア
を訪問する時間を失い、本調査が計画通りに
は行かなかった唯一残念な点である。 
 
 
５．研究成果 
 インタビュー中心の調査研究であったが、
本研究の成果は下記の発表論文、書籍にまと
めることができた。同時に、学会発表、学会
主催のメディアマネジメント研究会の主査
等、今後も継続して現場の実務家の方々から
生の声を収集する機会を得ることができた
こと、そして、昨年 10 月にはコンテンツ学
会が創立され、発起人として貢献することが
できたことは大変な収穫であった。 
 発表した内容を手短いにまとめると、まず
は初年度から継続していた文献調査と調査
研究を踏まえて、平成 19 年度には、アメリ
カのフィラデルフィアで、平成 20 年度には
アナハイムで開催された Academy of 
Management に出席し、コンテンツ産業やメデ
ィア産業のマネジメント戦略を専門とする
有識者とのセミナーを開催することができ
た。その後、ボストン、ニューヨークをまわ
り、ヴァイアコム、ニューズコーポレーショ
ン、NBC など、主として広報担当者に聞き取
り調査をすることができた。ヨーロッパの分
析調査に際しては、アポイントメントが上手
く調整できないこともあったが、初年度には
オランダ、イギリス、翌年にはドイツ、フラ
ンスと、広告代理店を含めて聞き取り調査に
出向いた。特に、メディアコングロマリット
に属するタイムワーナー、ソニーピクチャー
ズ、ウォルトディズニー、ヴァイアコムなど、
プロダクト開発のイノベーションプロセス
について、独特の手法を各社がもっているこ
とが認められる。しかし、合従連衡を繰り返
した結果、問題の大きい企業の方がむしろ多

いという結果になった。 
 昨年秋に出向いたドイツのケルンで開催
された戦略経営学会では、同様に、メディア
産業、コンテンツ産業のワークショップが開
かれ、有識者の意見だけでなく、キルヒなど
の大手メディア企業の内実を聞き取り調査
する機会を得た。日欧米の事例を通して、コ
ンテンツという無形資産を開発するための
マネジメント戦略は、様々なメディアを縦軸
とすれば、コンテンツの内容を横軸に組むこ
とができる。技術革新の激しいメディア業界
にはハードとしてのメディア技術開発を特
化させ、コンテンツを細分化し、さらに専門
化させることにより、競争力と開発力を育成
することがポイントではないかという段階
に来た。比較対照として日韓米欧諸国のコン
テンツ産業、メディア産業に対する聞き取り
調査を実施することは、2年間という本研究
期間では欲張り過ぎたのかもしれない。計画
に記述した韓国をはじめとしたアジア地域
を中心とした聞き取り調査を含めることが
できなかったことが、当初の計画と比して本
研究の唯一不足した点である。今後の課題と
したい。 
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